（様式第１号）
文書番号
平成　　年　　月　　日

内閣府男女共同参画局長　殿

地方公共団体名
所在地

代表者職氏名　　　　　　　　　　　印
地域における男女共同参画促進を支援するためのアドバイザー派遣申請書

標記について、下記のとおり申請します。

１．対象とするセミナー等について

	地方公共団体　(機関)名又は

実施団体名
	

	セミナー等の名称
	

	実施時期
	

	概　　要
	

	依頼内容
	


※　地方公共団体以外の団体が派遣を希望する場合
実施団体の概要、実績等がわかる書類を添付すること（様式自由）
２．派遣希望者について　
（案１）
	ふりがな
氏名
	

	所属・肩書き
	


（案２）

	ふりがな
氏名
	

	所属・肩書き
	


アドバイザー選定理由について添付すること(様式自由)。

＜備考＞内閣府が負担する経費（１回につき）

アドバイザー謝金：20,800円
アドバイザー旅費：国の旅費規程に基づき支給
３．地域再生計画の申請について　　《　有    ・　無　》
　　　＊　有の場合は、当該事業が地域再生計画に位置づけられていることがわかる書類を添付すること。

（様式第２号）
文書番号
平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　殿

内閣府男女共同参画局長　　　　　印
地域における男女共同参画促進を支援するためのアドバイザー派遣決定通知書

平成　　年　　月　　日付で申請がありました標記派遣について、「地域における男女共同参画促進を支援するためのアドバイザー派遣事業実施要領」に基づき、（貴都道府県・貴市区町村・貴自治体下の団体）への派遣が決定いたしましたので、通知します。

　また、この決定以降に内容が変更となる場合又は事業が取り止めとなる場合は、事前に連絡をお願いいたします。
　なお、変更理由等により、決定が取り消される場合がありますので申し添えます。

（様式第３号）
事務連絡
平成　　年　　月　　日
内閣府男女共同参画局長　殿
実施団体名
所在地

担当者氏名
地域における男女共同参画促進を支援するためのアドバイザー派遣実施予定書
１　事業実施の概要
	セミナー等の名称
	

	派遣日時
	平成　　年　　月　　日（　　）

午前・午後　　時　　分　　～　　午前・午後　　時　　分

	派遣施設
	〒

（最寄駅：　　　　　　　　　　　　　）

	担当者連絡先
	（電話）　　　　　　　　　（ＦＡＸ）
（メールアドレス）


２　アドバイザーの情報

	ふりがな
氏名
	

	自宅住所
	〒

（最寄駅：　　　　　　　　　　　　　）

	連絡先
	TEL　　　　　（　　　　　）　　　　　　　　　　　（自宅・職場）

	メールアドレス
	

	日程
	日帰り　　・　　前泊・後泊（宿泊が必要な理由：　　　　　　　　　）

	航空機利用

の有無
	無　　・　　有
	＊航空機特別シート

利用の有無(自己負担)
	無　　・　　有

	行程
	

	振込先
	　　　　　　　　　　　銀行
	　　　　　　　　　　　　　支店

	
	預金種目
	普通　・　当座
	口座番号
	

	
	ふりがな
名義人名
	


· 旅費支給者について、他機関との重複がないことを確認しました。
（様式第４号）
平成　　年　　月　　日

内閣府男女共同参画局長　殿

実施団体名

所在地

代表者職氏名　　　　　　　　　　印
地域における男女共同参画促進を支援するためのアドバイザー派遣完了報告書

標記について、下記のとおり実施したので報告します。

記

	１　セミナー等の名称
	

	２　実施日
	　　平成　　年　　月　　日（　　）

	３　派遣施設
	

	４　依頼内容
	

	５　アドバイザー氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	６　出席者・人数
	（　　　　　人）

	７　実施概要
	


（様式第５号）
文書番号
平成　　年　　月　　日

内閣府男女共同参画局長　殿

地方公共団体名
所在地

代表者職氏名　　　　　　　　　　印
地域における男女共同参画促進を支援するための推進アドバイザー派遣確認書

標記について、下記のとおり派遣を受けたアドバイザーによりセミナー等が実施されたことを確認します。

	実施団体名
	

	セミナー等の名称
	

	実施日
	　平成　　年　　月　　日（　　）

	派遣施設
	

	アドバイザー氏名
	


様式記入の際の留意事項
（様式第１号）
１　「概要」欄にはセミナー等の内容、参加対象者及び人数等を記載すること。セミナー等の内容は、男女共同参画の視点(女性の進出が遅れている分野について女性の積極的な参画を促す内容である等)が入っていることがわかるよう記載すること。
２　「依頼内容」欄には、アドバイザーに依頼したい業務内容（「基調講演」｢意見交換会における助言者」等）を記載すること。
３　当該事業が、地域再生計画に記載されている場合は、有に○をつけ、地域再生計画の該当部分のコピー等内容のわかる書類を添付すること。

（様式第３号）
１　アドバイザーの旅費は、国の旅費規程に基づいて支給する。アドバイザー派遣業

務以外の用務が付加されている場合において、当該用務に係る旅費については、国

費による支給は不可。
２　自宅の最寄駅から派遣先の最寄駅までの往復交通費（通常かつ経済的である経路）と日当を旅費として支給する。
３　自宅の最寄駅から派遣先までの旅程が８㎞未満の場合には旅費は支給されない。

４　アドバイザーの日程は、原則日帰りとする。ただし、開催日時等により、日帰りでは実施不可能な事情があれば、前泊又は後泊を認める場合がある。

５　鉄道移動の場合、原則1列車あたり特急については100km未満の場合は、国費
による支給は不可。またグリーン車料金も国費による支給が認められていないため、
自己負担となる。
６　航空機の利用は、それが合理的又は経済的である場合のみ認められ、費用の上限は、原則、往復割引の金額とするが、実費精算となるため、航空券代の領収書（あて先はアドバイザー個人名）及び搭乗券の半券（往復分）を添付すること。一つでも欠けた場合、国費による支給ができないため、用務終了後即日返送いただく等アドバイザーの協力を得るなど注意すること。
なお、クラスＪ等の特別席料金は国費による支給が認められていないため、自己負担となる。
航空券と宿泊のパックの場合、領収書の金額の内訳がわかるよう記載するとともに、パンフレットの写し（夕・朝食の有無が分かる部分を含む。）も添付すること。
７　振込先は、アドバイザー本人名義の個人口座とする。ネット系金融機関（インタ
ーネット上の銀行）の口座は支払いができないので不可。個人の口座ではなく法人
の口座とする場合には、別途書類が必要となるので、事前に相談のこと。　

なお、口座には源泉徴収された金額が振り込まれる。
（様式第５号）

派遣対象のセミナー等が実施された日から10日以内に提出すること。

（その他）

※申請書等に記載の都道府県・政令指定都市・市町村の代表者は、担当部局長でよいこと。
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